
官民イノベーションプログラムの政策目的 

○ なお、平成２４年度補正予算において、高い研究力及び共同研
究実績を有する４つの国立大学に対して１，０００億円を出資してお
り、当面は、この４大学が出資事業を行うことを予定。 

東北大学：１２５億円 東京大学：４１７億円 

京都大学：２９２億円 大阪大学：１６６億円 

・大学別出資額（計１，０００億円） 

○ 我が国が経済成長による富の創出を図っていくためには、民間資
金、多様な人材、優れた技術力などの我が国の潜在能力を引き出し、
新たな需要や市場といった社会的価値を創出することが不可欠。 

 

○ そのためには、大学における研究活動の活性化や研究成果の活
用を図ることが極めて重要。 

 

○ 国立大学の研究成果を活用する大学発ベンチャー等を支援する
事業を行うことを目的とする会社のうち、一定の要件を満たすものに
対して、国立大学法人が出資を行うことを可能とし、事業化を促進。 
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研究成果の活用促進を通じた新しい社会的価値の創出！ 

政府 

官民ファンドの活用推進に関する関係閣僚会議 

○ 産業競争力強化法において、国立大学法人等が一定の要件を満たしたベンチャー
支援会社等への出資を可能とする制度改正を措置（平成26年4月1日施行） 。 

○ 国立大学と企業が、大学の研究成果の実用化に向けた共同研究を推進するもの
として開始。 

文部科学省 国立大学法人評価委員会 

意見聴取 



国立大学法人評価委員会官民イノベーションプログラム部会 

◎部会長 ○部会長代理 （敬称略） 

・国立大学法人評価委員会において、産学共同の研究開発による実用化
促進のための出資に係る審議を円滑に進めるために新たに設置。 
・出資先の国立大学における体制整備状況等のフォローアップを実施。 

趣旨 

委員 

  伊丹  敬之 東京理科大学大学院ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ研究科教授・研究科長 
 江戸川 泰路 新日本有限責任監査法人 公認会計士 
◎ 北山  禎介 三井住友銀行取締役会長 
  國井  秀子 芝浦工業大学大学院工学マネジメント研究科教授 
   棚橋   元   森・濱田松本法律事務所 弁護士 
  柘植  綾夫  科学技術国際交流センター会長 日本工学会前会長 
   冨山  和彦  株式会社経営共創基盤代表取締役 ＣＥＯ 
  野口  博  静岡理工科大学 学長 
  藤沢 久美 シンクタンク ソフィアバンク代表 
  松田  修一  早稲田大学名誉教授 
  水野 弘道 年金積立金管理運用独立行政法人 ＣＩＯ 
○ 宮内   忍   宮内公認会計士事務所 公認会計士 
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ＶＣによる申請 

○ 産業競争力強化法において、国立大学法人等が一定の要件を満たしたベンチャー支援会社等
への出資を可能とする制度改正を措置（平成26年4月1日施行） 。 

○ 国立大学と企業が、大学の研究成果の実用化に向けた共同研究を推進するものとして開始。 
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